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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等にかかる主要な経営指標等の推

移については記載しておりません。 
２ 売上高には消費税等(消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。)は含まれておりません。 
３ 当社は、関連会社を有しておりませんので持分法を適用した場合の投資利益については記載しておりませ

ん。 
４ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 
５ 従業員数は、就業人数を表示しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第33期中 第34期中 第35期中 第33期 第34期

会計期間

自 平成16年 
  11月１日 
至 平成17年 
  ４月30日

自 平成17年
  11月１日 
至 平成18年 
  ４月30日

自 平成18年
  11月１日 
至 平成19年 
  ４月30日

自 平成16年 
  11月１日 
至 平成17年 
  10月31日

自 平成17年
  11月１日 
至 平成18年 
  10月31日

売上高 (千円) 5,372,712 5,758,183 6,625,669 9,307,942 10,015,098

経常利益 (千円) 358,673 454,638 646,392 307,676 459,222

中間(当期)純利益 (千円) 201,189 191,246 241,688 155,162 167,872

持分法を適用した 
場合の投資利益

(千円) ― ─ ― ─ ―

資本金 (千円) 531,400 531,400 531,400 531,400 531,400

発行済株式総数 (株) 4,840,000 4,840,000 4,840,000 4,840,000 4,840,000

純資産額 (千円) 2,520,257 2,627,201 2,807,900 2,473,729 2,603,828

総資産額 (千円) 6,415,728 6,389,195 7,543,027 5,762,678 6,277,166

１株当たり純資産額 (円) 535.78 558.73 597.16 526.05 553.76

１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) 42.76 40.67 51.40 32.98 35.70

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) ― ─ ― ─ ―

１株当たり配当額 (円) ― ─ ― 8.0 8.0

自己資本比率 (％) 39.3 41.1 37.2 42.9 41.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 762,347 590,846 587,903 578,834 107,050

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △131,098 △149,133 35,137 △138,723 △278,933

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △508,408 △179,949 20,749 △458,070 226,688

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) 413,063 534,027 970,860 272,264 327,070

従業員数 (名) 190 201 215 185 202



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の従業員の状況 

平成19年４月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(名) 215



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国の経済は、前期同様企業収益の改善により雇用環境が向上するなど、

緩やかではありますが景気回復の兆しは見えております。一方、ニート等の定着化により職に付かない

若者が増えていること、また、そこに所得税の定率減税の廃止や社会保障費の個人負担増及び消費税の

大幅引き上げなどが議論されていることから、個人消費の支出増加はなかなか期待できない厳しい状況

が続いております。 

このような経済状況のもと、当社の店舗販売においては、フジファイブデイズ山形店及び宇都宮東店

が順調に軌道に乗り、通信販売においては、ＷＥＢ上のショッピングサイトからの受注が増加したこと

を受け増収を達成しました。 

売上を商品別に見ますと、タイヤは、今年の降雪量が昨年とは打って変わって激減し、スタッドレス

タイヤの需要に悪影響が出ましたが、代わりにサマータイヤの販売が好調となり、売上金額は3,204百

万円(対前年比109.9％)、販売本数では約247千本(対前年比109.5％)となっております。また、ホイー

ルは、売上金額が2,747百万円(対前年比119.0％)、販売本数では約174千本(対前年比101.1％)となりま

した。当中間会計期間における売上構成比は、タイヤ48.4％(前年50.6％)、ホイール41.5％(前年

40.1％)、その他10.1％(前年9.3％)と、若干ホイールの売上構成比率が前中間会計期間より増加いたし

ました。 

この結果、当中間会計期間の経営成績を総括いたしますと、売上高は6,625百万円(対前年比

115.1％、867百万円増)、また、売上総利益は1,880百万円(対前年比119.8％、310百万円増)、経常利益

は646百万円(対前年比142.2％、191百万円増)中間純利益においては、過年度分の役員退職慰労引当金

繰入額193百万円を特別損失に計上したことにより、241百万円(対前年比126.4％、50百万円増)とな

り、増収増益となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前事業年度末に比べ、643

百万円増加し、当中間会計期間末には970百万円となりました。 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フローの状況) 

営業活動の結果獲得した資金は587百万円となりました。(前中間会計期間は590百万円の獲得) 

主な内訳は、税引前中間純利益434百万円、役員退職慰労引当金の新規計上額193百万円、棚卸資産の

増加額401百万円、仕入債務の増加額355百万円などによるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フローの状況) 

投資活動の結果獲得した資金は35百万円となりました。(前中間会計期間は149百万円の使用) 

主な内訳は、遊休となっていた投資不動産の売却額68百万円、店舗のリニューアル等による有形固定

資産の取得に係る支出22百万円などによるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フローの状況) 

財務活動の結果獲得した資金は20百万円となりました。(前中間会計期間は179百万円の使用) 

主な内訳は、短期借入金の増加200百万円、長期借入金の返済による支出142百万円、配当金の支払額

36百万円などによるものであります。 

  

なお、キャッシュ・フロー指標等のトレンドは以下のとおりであります。 

  

 
自己資本比率：自己資本／総資産 
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

  

平成17年4月中間 平成17年10月期 平成18年4月中間 平成18年10月期 平成19年4月中間

自己資本比率(％) 39.3 42.9 41.1 41.5 37.2

時価ベースの自己資
本比率(％)

25.0 32.8 36.8 29.5 25.2

キャッシュ・フロー
対有利子負債比率
(年)

3.3 4.4 4.1 26.5 4.9

インタレスト・カバ
レッジ・レシオ(倍)

43.8 16.1 28.6 2.7 28.5



２ 【生産、受注及び販売の状況】 
(1) 商品仕入実績 

当中間会計期間の仕入実績を商品別に示すと次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 金額は仕入値引控除前の仕入価格で表示しております。 

２ 数量については、同一品目の中でも種類が多く、多岐にわたるため記載を省略しております。 
３ 用品の内訳は、シート、ステアリング、エアロパーツ、マフラー、サスペンション等であります。 
４ 作業料の内訳は、タイヤ廃棄料、送料等であります。 

  

(2) 販売の状況 
当中間会計期間の販売実績を店舗別に示すと次のとおりであります。 

  

 
(注) 本社営業部は、一般顧客を対象とした通信販売及び卸売を行っております。 

  

金額(千円) 前年同期比(％)

タイヤ 3,050,193 109.4

ホイール 2,623,913 131.3

用品 150,618 126.8

作業料 20,104 141.6

合計 5,844,829 118.8

金額(千円) 前年同期比(％)

盛岡店 231,823 115.4

仙台店 260,263 101.6

郡山店 236,849 106.2

宇都宮店 302,651 73.2

茨城店 184,345 102.4

大宮店 311,148 108.4

新潟店 310,407 107.8

相模原店 235,143 110.6

高崎店 302,845 104.7

長野店 222,113 111.6

札幌店 204,517 102.0

青梅店 237,579 109.4

江戸川店 120,983 109.4

名取店 100,236 114.1

富谷店 82,769 112.9

札幌西店 78,519 106.2

札幌東店 80,799 103.6

川越店 120,513 100.1

横浜店 349,683 116.4

大阪箕面店 237,681 113.8

千葉穴川店 178,779 99.7

山形店 94,489 472.6

宇都宮東店 135,698 745.2

本社営業部 2,005,829 131.9

合計 6,625,669 115.1



３ 【対処すべき課題】 

店舗販売においては、今後の中心的な出店形態である、高級ブランドを取り揃えた新形態の店舗「スペ

シャルブランド」店においてだけでなく、既存店においてもリニューアルを推し進め、店舗の内外装をそ

うした顧客層にターゲットを合わせた改装を順次行ってまいります。また、商品構成においても外国産車

や国産高級車に適合する高額商品を中心に揃え、顧客販売単価の向上に重点を置き、高品質のブランド品

や個性的な商品を求める顧客に対応した販売戦略を推し進めてまいります。 

通信販売においては、受注が電話注文からＷＥＢ経由の注文へと変わってきており、自社ホームページ

からの注文が急ピッチで増加しております。今後、さらにこの傾向は著しくなるものと考えております。

当社では、この受注方法の変化を見越し、数年前から自社のホームページ上で注文から決済までを一貫し

て行えるシステムを立ち上げておりました。しかし、インターネット上の決済となると、お客様の個人情

報の入力が必須となるため、それを保護するセキュリティーシステムの導入はもとより、それを取り扱う

オペレーターの管理を徹底し、常にお客様が安心してショッピングを楽しめるサイトの運営を推し進めて

まいります。また、パソコンより携帯電話を使う若年層にも使っていただけるよう、携帯サイトを充実さ

せ、さらに順次改善してまいります。 

会社全体としては、昨年より「チームマイナス６％」に加入させていただき、地域環境問題に取り組ん

でおります。その一環として、通信販売では、お買上いただいたお客様へ商品を発送する際の梱包は、必

要最小限の資材を使うこととし、またその梱包に使用する資材はリサイクル品であるダンボール、エアー

クッション及びＰＰバンドを使用しております。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において新たに締結、変更及び解約した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

該当事項はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 15,200,000

計 15,200,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年４月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年７月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 4,840,000 4,840,000
ジャスダック
証券取引所

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない標準と
なる株式

計 4,840,000 4,840,000 ― ―



(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年４月30日現在 

 
(注) 当社は、平成19年４月30日現在、自己株式137,917株(発行済株式総数に対する割合2.84％)を保有しておりま

すが、上記大株主からは除外しております。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成18年11月１日～ 
平成19年４月30日

― 4,840,000 ― 531,400 ― 568,000

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

遠藤 文樹 仙台市泉区 1,920 39.68

佐々木 正男 仙台市泉区 272 5.63

大川 政治 流山市 205 4.23

株式会社七十七銀行 
常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社

中央区晴海１丁目8番12号
晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタ
ワーＺ棟

115 2.38

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 千代田区丸の内２丁目7-1 110 2.27

第一生命保険相互会社 
常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社

中央区晴海１丁目8番12号
晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタ
ワーＺ棟

99 2.04

株式会社損害保険ジャパン 新宿区西新宿１丁目26-1 99 2.04

オートバイテル・ジャパン株式
会社

港区芝2-22-15 芝公園ＳＴＫビル４Ｆ 99 2.04

四日市ゴム商工株式会社 四日市市六呂見町957-2 91 1.88

株式会社リベロ・アンド・ 
カンパニー

新宿区弁天町87 80 1.65

計 ― 3,092 63.84



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年４月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株が含まれております。

なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数30個は含まれておりません。 

「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式17株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年４月30日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 137,900

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

4,701,900
46,989 同上

単元未満株式
普通株式 
             200

― 同上

発行済株式総数 4,840,000 ― ―

総株主の議決権 ― 46,989 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社フジ・コーポレー
ション

宮城県黒川郡富谷町成田9-
3-3

137,900 ― 137,900 2.84

計 ― 137,900 ― 137,900 2.84



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

月別 平成18年11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 ４月

最高(円) 381 408 377 379 414 415

最低(円) 320 355 361 355 370 382



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年11月１日から平成18年４月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則に

基づき、当中間会計期間(平成18年11月１日から平成19年４月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規則に

基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年11月１日から平成18年４月

30日まで)及び当中間会計期間(平成18年11月１日から平成19年４月30日まで)の中間財務諸表について、

監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 

前中間会計期間末

(平成18年４月30日)

当中間会計期間末

(平成19年４月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年10月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 536,778 974,330 329,315

２ 売掛金 389,206 440,576 362,251

３ たな卸資産 1,906,540 2,407,189 2,005,497

４ 繰延税金資産 26,363 28,585 22,013

５ その他 127,774 346,673 117,098

  貸倒引当金 ― △100 △375

流動資産合計 2,986,663 46.7 4,197,255 55.6 2,835,801 45.2

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

(1) 建物及び建物附属設備 ※１ 1,384,263 1,435,294 1,421,746

(2) 土地 ※１ 1,579,298 1,499,448 1,499,448

(3) その他 467,268 432,989 468,090

減価償却累計額 △893,408 △896,749 △889,409

減損損失累計額 △15,469 ― ―

有形固定資産合計 2,521,952 2,470,983 2,499,875

２ 無形固定資産 44,155 61,590 60,174

３ 投資その他の資産

(1) 破産更生債権等 ― 916 916

(2) 長期前払費用 542,296 489,456 514,196

(3) 繰延税金資産 41,497 76,875 42,917

(4) 投資不動産
※１ 

※２
― ― 124,849

(5) その他 252,630 246,866 244,352

  貸倒引当金 ― △916 △916

減価償却累計額 ― ― △29,530

減損損失累計額 ― ― △15,469

投資その他の資産合計 836,424 813,198 881,315

固定資産合計 3,402,531 53.3 3,345,772 44.4 3,441,364 54.8

資産合計 6,389,195 100.0 7,543,027 100.0 6,277,166 100.0

 



 
  

前中間会計期間末

(平成18年４月30日)

当中間会計期間末

(平成19年４月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年10月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 買掛金 873,452 1,056,492 457,885

２ 短期借入金 ※１ 700,000 1,500,000 1,300,000

３ １年以内に返済予定の 

  長期借入金
※１ 335,714 285,714 285,714

４ 未払法人税等 208,389 240,318 136,500

５ 賞与引当金 23,210 25,130 23,700

６ その他 ※３ 223,384 315,357 211,461

流動負債合計 2,364,151 37.0 3,423,012 45.4 2,415,260 38.5

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 ※１ 1,389,285 1,103,571 1,246,428

２ 退職給付引当金 8,556 14,743 11,648

３  役員退職慰労引当金 ― 193,800 ―

 固定負債合計 1,397,842 21.9 1,312,115 17.4 1,258,076 20.0

 負債合計 3,761,993 58.9 4,735,127 62.8 3,673,337 58.5

(資本の部)

Ⅰ 資本金 531,400 8.3 ― ― ― ―

Ⅱ 資本剰余金

１ 資本準備金 568,000 ― ―

 資本剰余金合計 568,000 8.9 ― ― ― ―

Ⅲ 利益剰余金

１ 利益準備金 6,570 ― ―

２ 任意積立金 1,311,737 ― ―

３ 中間未処分利益 241,653 ― ―

 利益剰余金合計 1,559,962 24.4 ― ― ― ―

Ⅳ 自己株式 △32,160 △0.5 ― ― ― ―

  資本合計 2,627,201 41.1 ― ― ― ―

  負債・資本合計 6,389,195 100.0 ― ― ― ―



 
  

前中間会計期間末

(平成18年４月30日)

当中間会計期間末

(平成19年４月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年10月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 531,400 7.0 531,400 8.5

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 568,000 568,000

   資本剰余金合計 ― ― 568,000 7.5 568,000 9.0

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 6,570 6,570

  (2) その他利益剰余金

    固定資産圧縮積立金 ― 10,393 10,791

    別途積立金 ― 1,300,000 1,300,000

    繰越利益剰余金 ― 423,696 219,226

   利益剰余金合計 ― ― 1,740,661 23.1 1,536,589 24.5

 ４ 自己株式 ― ― △32,160 △0.4 △32,160 △0.5

   株主資本合計 ― ― 2,807,900 37.2 2,603,828 41.5

   純資産合計 ― ― 2,807,900 37.2 2,603,828 41.5

   負債純資産合計 ― ― 7,543,027 100.0 6,277,166 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 5,758,183 100.0 6,625,669 100.0 10,015,098 100.0

Ⅱ 売上原価 4,188,313 72.7 4,745,466 71.6 7,366,010 73.5

売上総利益 1,569,869 27.3 1,880,202 28.4 2,649,088 26.5

Ⅲ 販売費及び 

  一般管理費
1,115,929 19.4 1,230,387 18.6 2,197,410 22.0

営業利益 453,939 7.9 649,815 9.8 451,677 4.5

Ⅳ 営業外収益 ※１ 24,821 0.4 21,004 0.3 52,488 0.5

Ⅴ 営業外費用 ※２ 24,122 0.4 24,427 0.4 44,943 0.4

経常利益 454,638 7.9 646,392 9.7 459,222 4.6

Ⅵ 特別利益 ― ― 274 0.0 ― ―

Ⅶ 特別損失 ※３ 117,307 2.0 212,266 3.2 136,749 1.4

  税引前中間 

  (当期)純利益
337,331 5.9 434,401 6.5 322,472 3.2

  法人税、住民税 

  及び事業税
※４ 200,044 233,242 205,628

  法人税等調整額 △53,959 146,084 2.6 △40,530 192,712 2.9 △51,028 154,599 1.5

  中間(当期)純利益 191,246 3.3 241,688 3.6 167,872 1.7

  前期繰越利益 50,407 ― ―

  中間未処分利益 241,653 ― ―



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年11月１日 至 平成19年４月30日) 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金

平成18年10月31日残高(千円) 531,400 568,000 568,000 6,570

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当

 中間純利益

 固定資産圧縮積立金の取崩

中間会計期間中の変動額合計(千円) ― ― ― ―

平成19年４月30日残高(千円) 531,400 568,000 568,000 6,570

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

固定資産 
圧縮積立金

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年10月31日残高(千円) 10,791 1,300,000 219,226 1,536,589 △32,160 2,603,828

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △37,616 △37,616 △37,616

 中間純利益 241,688 241,688 241,688

 固定資産圧縮積立金の取崩 △398 398 ― ―

中間会計期間中の変動額合計(千円) △398 ― 204,469 204,071 ― 204,071

平成19年４月30日残高(千円) 10,393 1,300,000 423,696 1,740,661 △32,160 2,807,900



前事業年度(自 平成17年11月１日 至 平成18年10月31日) 

  

 
  

 
(注) 1 平成18年１月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

2 平成18年１月の定時株主総会における利益処分による減少が954千円含まれております。 

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金

平成17年10月31日残高(千円) 531,400 568,000 568,000 6,570

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 (注)1

 当期純利益

 自己株式の取得

 固定資産圧縮積立金の取崩 (注)2

 別途積立金の積立 (注)1

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ― ―

平成18年10月31日残高(千円) 531,400 568,000 568,000 6,570

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

固定資産 
圧縮積立金

別途積立金 繰越利益剰余金

平成17年10月31日残高(千円) 12,692 1,200,000 187,072 1,406,336 △32,006 2,473,729

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 (注)1 △37,619 △37,619 △37,619

 当期純利益 167,872 167,872 167,872

 自己株式の取得 △154 △154

 固定資産圧縮積立金の取崩 (注)2 △1,901 1,901 ― ―

 別途積立金の積立 (注)1 100,000 △100,000 ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) △1,901 100,000 32,154 130,253 △154 130,098

平成18年10月31日残高(千円) 10,791 1,300,000 219,226 1,536,589 △32,160 2,603,828



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

 

前中間会計期間

(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 

  キャッシュ・フロー

 １ 税引前中間(当期)純利益 337,331 434,401 322,472

 ２ 減価償却費 44,455 48,117 93,859

 ３ 減損損失 113,873 ― 113,873

 ４ 店舗移転損失 ― ― 14,000

 ５ 賞与引当金の増加額 3,350 1,430 3,840

 ６ 役員退職慰労引当金の増加額 ― 193,800 ―

 ７ 退職給付引当金の増加額 232 3,095 3,324

 ８ 貸倒引当金の増加(△減少)額 ― △274 1,292

  ９  長期前払費用の減少額  27,136 24,740 55,236

 10 受取利息及び受取配当金 △516 △990 △1,165

 11 支払利息 20,653 22,573 39,731

 12 有形固定資産売却損 ― ― 199

 13 有形固定資産除却損 1,977 3,359 7,100

 14 無形固定資産除却損 1,457 ― 1,457

 15 投資不動産売却損 ― 11,467 ―

 16 投資不動産除却損 ― 3,640 ―

 17 売上債権の増加額 △78,482 △17,257 △43,248

 18 たな卸資産の増加額 △271,552 △401,692 △370,508

 19 仕入債務の増加額 533,625 355,848 129,111

 20 未払消費税等の増加(△減少)額 △27,504 42,366 △47,663

 21 その他 12,125 23,568 11,844

    小計 718,161 748,191 334,754

 22 利息及び配当金の受取額 527 991 1,177

 23 利息の支払額 △22,364 △25,512 △42,076

 24 法人税等の支払額 △105,478 △135,767 △186,805

   営業活動による 

   キャッシュ・フロー
590,846 587,903 107,050

Ⅱ 投資活動による 

  キャッシュ・フロー

 １ 定期預金等の純増減額 △527 △1,223 △22

 ２ 有形固定資産の売却による収入 ― ― 100

 ３ 有形固定資産の取得による支出 △85,838 △22,453 △188,488

 ４ 無形固定資産の取得による支出 △24,800 △6,908 △46,826

 ５ 投資不動産の売却による収入 ― 68,382 ―

 ６ 建設協力金の支払額 △25,000 ― △25,000

 ７ 貸付金の回収による収入 579 1,363 1,078

  ８  貸付による支出 ― △1,000 ―

 ９ 保証金の支払額 ― △20 ―

 10 その他 △13,546 △3,001 △19,773

   投資活動による 

   キャッシュ・フロー
△149,133 35,137 △278,933

 



 
  

前中間会計期間

(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ 財務活動による 

  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増減額 50,000 200,000 650,000

 ２ 長期借入金の返済による支出 △192,857 △142,857 △385,714

 ３ 自己株式の取得による支出 △154 ― △154

 ４ 配当金の支払額 △36,938 △36,392 △37,442

   財務活動による 

   キャッシュ・フロー
△179,949 20,749 226,688

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 261,763 643,790 54,805

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 272,264 327,070 272,264

Ⅶ 現金及び現金同等物の 

  中間期末(期末)残高
※ 534,027 970,860 327,070



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目
前中間会計期間

(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

前事業年度
(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

１ たな卸資産の評価

基準及び評価方法

(1) 商品

 移動平均法による原価法

を採用しております。

(1) 商品

同左

(1) 商品

同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

 定率法(ただし、平成10

年4月1日以降に取得した

建物(建物附属設備を除

く)については定額法)を

採用しております。

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

 建物    31～38年

 建物附属設備 8～18年

 構築物   10～40年

(1) 有形固定資産

同左

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

 建物    31～38年

 建物附属設備 8～18年

 構築物   10～40年

(1) 有形固定資産

同左

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

 建物    31～38年

 建物附属設備 8～18年

 構築物   10～40年

(2) 無形固定資産

 定額法を採用しておりま

す。

 なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内

における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を

採用しております。

(2) 無形固定資産

同左

(3) 無形固定資産

同左

(3) 投資不動産

― 

(3) 投資不動産

― 

(3) 投資不動産

 定率法を採用しておりま

す。

 主な耐用年数は以下のと

おりであります。

 建物      34年

 建物附属設備  15年

 構築物     10年

 なお、当事業年度末にお

いて、全額償却済みであ

ります。



 

項目
前中間会計期間

(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

前事業年度
(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

 債権の貸倒損失に備える

ため、一般債権について

は貸倒実績繰入率によ

り、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上して

おります。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

 従業員の賞与の支払いに

備えるため、賞与見込額

に基づき計上しておりま

す。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左

(3) 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末に

おける退職給付債務に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。

 なお、当中間会計期間期

首において、前事業年度

末までの計算期間をもっ

て税制適格退職年金制度

を全部解約し終了してお

ります。

(3) 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備え

るため、当中間会計期間

末における退職給付債務

の見込額に基づき計上し

ております。

(3) 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

 なお、当事業年度期首に

おいて、前事業年度末ま

での計算期間をもって税

制適格退職年金制度を全

部解約し終了しておりま

す。

(4) 役員退職慰労引当金

―

(4) 役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金の支出

に備えるため、会社内規

に基づき、当中間会計期

間末における要支給額を

計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

―



項目
前中間会計期間

(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

前事業年度
(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

４ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

５ ヘッジ会計の方法
  

(1) ヘッジ会計の方法

 特例処理の要件を満たす

金利スワップについて特

例処理を採用しておりま

す。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

 

  

(2) ヘッジ手段と対象

 ・ヘッジ手段

  為替予約

 ・ヘッジ対象

  外貨建予定取引

(2) ヘッジ手段と対象

 

同左 

 

  

―

  

(3) ヘッジ方針

 当社は、為替や金利変動

リスクに晒されている資

産・負債に係るリスクを

ヘッジする目的にのみデ

リバティブ取引を行うも

のとしております。

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

 ヘッジ手段の残高とヘッ

ジ対象である現在所有も

しくは将来取得が確実に

予定されている取引の外

貨建債務の残高の対応関

係について、管理部にお

いて把握し、管理してお

ります。

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

同左

６ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲

中間キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び預金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっております。

同左

キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び預

金同等物)は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資

からなっております。

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方法に

よっております。

(1) 消費税等の会計処理

同左

(1) 消費税等の会計処理

同左



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

前事業年度
(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準)

「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」(企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号)を当中間会計期間か

ら適用しております。当該処理の変

更 に よ り 税 引 前 中 間 純 利 益 は

113,873千円減少しております。 

なお、減損損失累計額については改

正後の中間財務諸表等規則に基づき

減損損失累計額の科目をもって表示

しております。

―

(固定資産の減損に係る会計基準)

当事業年度から「固定資産の減損に

係る会計基準」(「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８

月９日))及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計

基準委員会 平成15年10月31日 企

業会計基準適用指針第６号)を適用

しております。 

これにより税引前当期純利益は

113,873千円減少しております。 

なお、減損損失累計額については改

正後の財務諸表等規則に基づき減損

損失累計額の科目をもって表示して

おります。

― ―

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等)

当事業年度から「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号)

を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は2,603,828千円であ

ります。 

財務諸表等規則の改正により、当事

業年度における財務諸表は、改正後

の財務諸表等規則により作成してお

ります。

―

(役員退職慰労引当金)

従来、役員退職慰労金は支出時に費

用計上しておりましたが、「租税特

別措置法上の準備金及び特別法上の

引当金又は準備金並びに役員退職慰

労引当金等に関する監査上の取扱

い」(日本公認会計士協会 平成19

年４月13日改正 監査・保証実務委

員会報告第42号)の公表を契機とし

て、同報告により、当中間会計期間

から会社内規に基づく中間期末にお

ける要支給額を計上しております。 

これにより過年度分の役員退職慰労

引当金繰入額193,800千円を特別損

失に計上しております。この結果、

従来の方法に比べ、税引前中間純利

益は同額減少しております。 

なお、過年度において、会社内規に

定める上限額に達しているため営業

―



 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

利益に与える影響はありません。 

 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年４月30日)

当中間会計期間末
(平成19年４月30日)

前事業年度末 
(平成18年10月31日)

※１ 担保資産 

  (1) 担保に供している資産

※１ 担保資産 

  (1) 担保に供している資産

※１ 担保資産 

  (1) 担保に供している資産

 

建物及び建 
物附属設備

428,254千円

土地 1,579,298千円

 合計 2,007,552千円
 

建物及び建
物附属設備

412,682千円

土地 1,499,448千円

 合計 1,912,131千円

建物及び建 
物附属設備

426,969千円

土地 1,499,448千円

投資不動産 79,849千円

合計 2,006,267千円

  (2) 担保に対応する債務   (2) 担保に対応する債務   (2) 担保に対応する債務

 

一年以内に 
返済予定の 
長期借入金

285,714千円

長期借入金 1,389,285千円

 合計 1,675,000千円
 

一年以内に
返済予定の
長期借入金

285,714千円

長期借入金 1,103,571千円

 合計 1,389,285千円

短期借入金 350,892千円

一年以内に 
返済予定の 
長期借入金

285,714千円

長期借入金 1,246,428千円

合計 1,883,035千円

※２ 投資不動産
―

※２ 投資不動産
―

※２ 投資不動産

 投資不動産は、休止固定資産

であります。

※３ 消費税等の取扱い

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。

※３ 消費税等の取扱い

同左

※３ 消費税等の取扱い

―

４ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、取引銀行14行

と当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結しておりま

す。

 これらの契約に基づく当中間

会計期間末の借入未実行残高は

次のとおりであります。

４ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、取引銀行11行

と当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結しておりま

す。

 これらの契約に基づく当中間

会計期間末の借入未実行残高は

次のとおりであります。

４ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、取引銀行11行

と当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結しておりま

す。

 これらの契約に基づく当事業

年末の借入未実行残高は次のと

おりであります。

当座貸越極
度額及び貸
出コミット
メント総額

6,200,000千円

借入実行残
高

2,375,000千円

 差引額 3,824,999千円

当座貸越極
度額及び貸
出コミット
メント総額

4,100,000千円

借入実行残
高

1,500,000千円

 差引額 2,600,000千円

当座貸越極
度額及び貸
出コミット
メント総額

4,100,000千円

借入実行残
高

1,300,000千円

差引額 2,800,000千円



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

前事業年度
(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取手数料 13,285千円 受取手数料 13,675千円 受取手数料 29,274千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 20,653千円

シンジケート手

数料
1,500千円

支払利息 22,573千円

シンジケート手

数料
1,500千円

支払利息 39,731千円

シンジケート手

数料
3,000千円

※３ 特別損失のうち主要なもの ※３ 特別損失のうち主要なもの ※３ 特別損失のうち主要なもの

 

減損損失 113,873千円

固定資産除却損 3,434千円

役員退職慰労引

当金繰入額
193,800千円

固定資産売却損 11,467千円

固定資産除却損 6,999千円  

減損損失 113,873千円

店舗移転損失 14,000千円

固定資産除却損 8,557千円

※４ 法人税及び住民税並びに事業

税の算定方法

   税額の算定にあたっては「利

益剰余金」に含まれている租

税特別措置法の規定による固

定資産圧縮積立金の調整を考

慮しております。

※４ 法人税及び住民税並びに事業

税の算定方法

   

―

※４ 法人税及び住民税並びに事業

税の算定方法

   

―

 ５ 当社の売上高は、冬期商品の

需要期が上期に含まれるた

め、事業年度の上期と下期と

の間に著しい相違がありま

す。

５

同左

５

―

 ６ 減価償却実施額

有形固定資産 39,541千円

無形固定資産 4,913千円

 ６ 減価償却実施額

有形固定資産 40,774千円

無形固定資産 7,301千円

 ６ 減価償却実施額

有形固定資産 82,384千円

無形固定資産 11,475千円



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年11月１日
  至 平成18年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

前事業年度
(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

７ 減損損失 ７ 減損損失 ７ 減損損失

 

     (1)減損損失を認識した資産 

        グループの概要

場所 福島県郡山市

主な用途
賃貸店舗用土地
建物

種類 建物及び土地等

その他 遊休

     (2)減損損失の認識に至った 

        経緯

      上記の土地建物については、

現状において時価の著しい下

落が見られるため、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、

当該減少額113,873千円を特

別損失に計上しております。

     (3)減損損失の内訳

      その内訳は、建物及び建物附

属設備15,324千円、土地

98,403千円、その他145千円

であります。

     (4)資産のグルーピングの方法

      当社は、以下の方法で資産の

グルーピングを行っておりま

す。

      ①継続的に損益を把握してい

る店舗を基礎として、資産の

グルーピングを行っておりま

す。

      ②遊休資産については、当該

資産単独で資産のグルーピン

グをしております。

     (5)回収可能価額の算定方法

      回収可能価額は、正味売却価

額により測定しており、取引

業者から提示された価額に基

づいて算定しております。

―

 

     (1)減損損失を認識した資産 

        グループの概要

場所 福島県郡山市

主な用途
賃貸店舗用土地 
建物

種類 建物及び土地等

その他 遊休

  (注) 上記の建物及び土地等に

ついては、遊休状態が継続し

ており、期末において、投資

その他の資産に投資不動産と

して区分掲記しております。

     (2)減損損失の認識に至った 

        経緯

      上記の土地建物については、

現状において時価の著しい下

落が見られるため、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、

当該減少額113,873千円を特

別損失に計上しております。

     (3)減損損失の内訳

      その内訳は、建物及び建物附

属設備15,324千円、土地

98,403千円、その他145千円

であります。

     

     (4)資産のグルーピングの方法

      当社は、以下の方法で資産の

グルーピングを行っておりま

す。

      ①継続的に損益を把握してい

る店舗を基礎として、資産の

グルーピングを行っておりま

す。

      ②遊休資産については、当該

資産単独で資産のグルーピン

グをしております。

      

     (5)回収可能価額の算定方法

      回収可能価額は、正味売却価

額により測定しており、取引

業者から提示された価額に基

づいて算定しております。



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年11月１日 至 平成19年４月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   

  

２ 自己株式に関する事項 

   

  
３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

   

  

  

前事業年度(自 平成17年11月１日 至 平成18年10月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   

  

２ 自己株式に関する事項 

   

（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

単元未満株式の買取りによる増加 400株 
  

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

   

  

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

   

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 4,840,000 ― ― 4,840,000

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 137,917 ― ― 137,917

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成19年１月30日 
定時株主総会

普通株式 37,616 8.00 平成18年10月31日 平成19年１月31日

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 4,840,000 ― ― 4,840,000

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 137,517 400 ― 137,917

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年１月27日 
定時株主総会

普通株式 37,619 8.00 平成17年10月31日 平成18年１月28日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年１月30日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 37,616 8.00 平成18年10月31日 平成19年１月31日



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

前事業年度
(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成18年４月30日)

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成19年４月30日)

 現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

(平成18年10月31日)

 

現金及び預金勘定 536,778千円

預入れ期間が３ヶ月 
を超える定期預金

△2,750千円

現金及び現金同等物 534,027千円
 

現金及び預金勘定 974,330千円

預入れ期間が３ヶ月
を超える定期預金

△3,469千円

現金及び現金同等物 970,860千円

現金及び預金勘定 329,315千円

預入れ期間が３ヶ月 
を超える定期預金

△2,245千円

現金及び現金同等物 327,070千円



(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

(前中間会計期間末) 

該当事項はありません。 

  

(当中間会計期間末) 

該当事項はありません。 

  

(前事業年度末) 

該当事項はありません。 

  

  

前中間会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

前事業年度
(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

その他

  取得価額相当額 78,808千円

  減価償却累計額 
  相当額

39,197千円

  中間期末残高 
  相当額

39,610千円

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

その他

  取得価額相当額 83,980千円

  減価償却累計額
  相当額

46,064千円

  中間期末残高
  相当額

37,916千円

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額

その他

 取得価額相当額 83,980千円

 減価償却累計額 
  相当額

37,558千円

 期末残高
  相当額

46,422千円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 14,004千円

１年超 26,350千円

 合計 40,355千円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 15,635千円

１年超 23,084千円

 合計 38,719千円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 16,455千円

１年超 30,777千円

合計 47,232千円

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び支払利息相当額及び減損

損失

支払リース料 7,710千円

減価償却費相当額 7,035千円

支払利息相当額 443千円

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び支払利息相当額及び減損

損失

支払リース料 9,379千円

減価償却費相当額 8,505千円

支払利息相当額 867千円

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び支払利息相当額及び減損

損失

支払リース料 16,903千円

減価償却費相当額 15,006千円

支払利息相当額 1,783千円

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とした残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては利息法によっておりま

す。

⑤ 利息相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

同左

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失は

ありません。

(減損損失について)

同左

(減損損失について)

同左



(デリバティブ取引関係) 

(前中間会計期間末) 

中間期末残高がないため、該当事項はありません。 

  

(当中間会計期間末) 

中間期末残高がないため、該当事項はありません。 

  

(前事業年度末) 

期末残高がないため、該当事項はありません。 

  

  

(ストック・オプション等関係) 

(当中間会計期間) 

該当事項はありません。 

  

(前事業年度) 

該当事項はありません。 

  

  



(持分法損益等) 

(前中間会計期間) 

当社は関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

  

(当中間会計期間) 

当社は関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

  

(前事業年度) 

当社は関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

(企業結合等関係) 

(当中間会計期間末) 

該当事項はありません。 

  

  



(１株当たり情報) 

  

 
  

  

  

(重要な後発事象) 

   該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

前事業年度
(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

１株当たり純資産額 558円73銭 １株当たり純資産額 597円16銭 １株当たり純資産額 553円76銭

１株当たり中間純利益 
金額

40円67銭
１株当たり中間純利益
金額

51円40銭
１株当たり当期純利益 
金額

35円70銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

 

１株当たり中間純利益
金額の算定上の基礎

損益計算書上の 
中間純利益

191,246千円

普通株式に係る 
中間純利益

191,246千円

 普通株主に帰属しない
 金額の主な内訳
  該当事項はありません。

普通株式の 
期中平均株式数

4,702,115株

 

 

 

算定上の基礎
１ １株当たり純資産額

純資産の部の
合計額

2,807,900千円

普通株式に係る
純資産額

2,807,900千円

 差額の主な内訳
  該当事項はありません。
１株当たり純資産
額の算定に用いら
れた期末の普通株
式の数

4,702千株

２ １株当たり中間純利益金額

中間損益計算書上の
中間純利益

241,688千円

普通株式に係る
中間純利益

241,688千円

 普通株主に帰属しない
 金額の主な内訳
  該当事項はありません。

普通株式の 
期中平均株式数

4,702千株

 

 

 

算定上の基礎
１ １株当たり純資産額

純資産の部の
合計額

2,603,828千円

普通株式に係る
純資産額

2,603,828千円

差額の主な内訳
 該当事項はありません。
１株当たり純資産
額の算定に用いら
れた期末の普通株
式の数

4,702千株

２ １株当たり当期純利益金額

損益計算書上の
当期純利益

167,872千円

普通株式に係る
当期純利益

167,872千円

普通株主に帰属しない金額の
主な内訳
 該当事項はありません。

普通株式の
期中平均株式数

4,702千株



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第34期(自 平成17年11月１日 至 平成18年10月31日)平成19年１月31日東北財務局長に提出

  

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

 

株式会社フジ・コーポレーション 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社フジ・コーポレーションの平成１７年１１月１日から平成１８年１０月３１日までの第３

４期事業年度の中間会計期間（平成１７年１１月１日から平成１８年４月３０日まで）に係る中間財務諸

表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社フジ・コーポレーションの平成１８年４月３０日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する中間会計期間（平成１７年１１月１日から平成１８年４月３０日まで）の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計方針の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準が適用される

こととなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

平成１８年７月２６日

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  烏  野     仁  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  岩  瀬  高  志  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

 

株式会社フジ・コーポレーション 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社フジ・コーポレーションの平成１８年１１月１日から平成１９年１０月３１日までの第３

５期事業年度の中間会計期間（平成１８年１１月１日から平成１９年４月３０日まで）に係る中間財務諸

表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社フジ・コーポレーションの平成１９年４月３０日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する中間会計期間（平成１８年１１月１日から平成１９年４月３０日まで）の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は役員退職慰労金

について、従来支出時に費用計上していたが、当中間会計期間から会社内規に基づく中間期末要支給額を役

員退職慰労引当金として計上することに変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

平成１９年７月２７日

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  橋  本  俊  光  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  岩  瀬  高  志  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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